
４．四半期損益計算書
（単位：百万円）

3,658,627 3,354,799

2,484,880 2,108,974

( う ち 保 険 料 ) ( 2,480,273 ) ( 2,102,211 )

1,130,963 1,201,939

( う ち 利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 ) ( 683,560 ) ( 775,915 )

( う ち 金 銭 の 信 託 運 用 益 ) ( 1,665 ) ( 457 )

( う ち 売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益 ) ( ――― ) ( 47 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 益 ) ( 268,709 ) ( 223,463 )

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 益 ) ( ――― ) ( 37,278 )

42,783 43,885

3,509,576 3,219,326

2,159,771 1,969,594

( う ち 保 険 金 ) ( 480,441 ) ( 461,740 )

( う ち 年 金 ) ( 466,614 ) ( 485,726 )

( う ち 給 付 金 ) ( 349,114 ) ( 320,343 )

( う ち 解 約 返 戻 金 ) ( 779,664 ) ( 625,594 )

( う ち そ の 他 返 戻 金 ) ( 82,677 ) ( 75,368 )

372,335 352,914

11,420 ―――

360,875 352,881

38 33

582,537 511,391

( う ち 支 払 利 息 ) ( 27,887 ) ( 29,285 )

( う ち 有 価 証 券 売 却 損 ) ( 31,675 ) ( 53,982 )

( う ち 有 価 証 券 評 価 損 ) ( 5,783 ) ( 1,815 )

( う ち 金 融 派 生 商 品 費 用 ) ( 456,440 ) ( 397,606 )

( う ち 特 別 勘 定 資 産 運 用 損 ) ( 31,073 ) ( ――― )

296,668 294,738

98,263 90,687

149,050 135,472

637 ―――

138 ―――

498 ―――

20,663 29,993

2,141 5,462

310 1,570

1,602 ―――

――― 476

――― 30

――― 5,014

15,238 15,577

1,370 1,861

129,024 105,478

* 2,871 1,595

2,871 1,595

126,153 103,883

 *　法人税及び住民税には、法人税等調整額を含んでいます。

法 人 税 等 合 計

四 半 期 純 剰 余

税 引 前 四 半 期 純 剰 余

法 人 税 及 び 住 民 税

社 会 厚 生 事 業 増 進 助 成 金

子会社株式及び関連会社株式評価損

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

子 会 社 及 び 関 連 会 社 清 算 損

子 会 社 及 び 関 連 会 社 整 理 損

子会社株式及び関連会社株式売却損

減 損 損 失

固 定 資 産 等 処 分 損

特 別 損 失

子 会 社 及 び 関 連 会 社 清 算 益

固 定 資 産 等 処 分 益

経 常 利 益

特 別 利 益

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益

２０２２年１２月３１日まで ２０２３年１２月３１日まで

保 険 料 等 収 入

経 常 収 益

金      額 金      額

資 産 運 用 収 益

第３四半期累計期間 第３四半期累計期間
２０２２年度 ２０２３年度

２０２２年 ４月　１日から ２０２３年 ４月　１日から

保 険 金 等 支 払 金

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

科 目

期 別
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注記事項 

（四半期貸借対照表関係） 

1．四半期特有の会計処理 

税金費用については、当第 3 四半期累計期間を含む会計年度の税引前当期純剰余に対する税効果会計適用後の実効

税率を合理的に見積もり、税引前四半期純剰余に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

なお、法人税等調整額は、法人税及び住民税に含めて計算しております。 

2．責任準備金には、保険業法施行規則第 69 条第 5項の規定に基づき積み立てた以下のものが含まれております。 

・変額保険契約および 1995 年 9 月 2日以降に契約締結した一時払養老保険契約を対象として 2014 年度において積み

立てたもの 

・1998 年 4 月 2日以降に契約締結した一時払個人年金保険契約を対象として 2017 年度において積み立てたもの 

・1999 年 4 月 1日以前に契約締結した個人年金保険契約（上記の一時払個人年金保険契約を除く）を対象として、予

定利率 2.00％を用いて保険料積立金を計算したことにより生じた差額を 2020 年度からの 2 年間にわたって積み立

てたもの 

3．既発生未報告支払備金（まだ支払事由の発生の報告を受けていないが保険契約に規定する支払事由が既に発生した

と認める保険金等をいう。以下同じ。）については、新型コロナウイルス感染症と診断され、宿泊施設または自宅に

て医師等の管理下で療養をされた場合（以下「みなし入院」という。）等に入院給付金等を支払う特別取扱を 2023 年

5 月 8 日以降終了したことにより、平成 10 年大蔵省告示第 234 号（以下「IBNR 告示」という。）第 1 条第 1 項本文

に基づく計算では適切な水準の額を算出することができないことから、IBNR 告示第 1 条第 1 項ただし書の規定に基

づき、以下の方法により算出した額を計上しております。 

（計算方法の概要） 

IBNR 告示第 1 条第 1 項本文に掲げる全ての事業年度の既発生未報告支払備金積立所要額及び保険金等の支払額か

ら、みなし入院に係る額を除外した上で、IBNR 告示第 1条第 1項本文と同様の方法により算出しております。 

なお、前事業年度末においては、当該みなし入院に係る額の代わりに、重症化リスクの高い方以外のみなし入院に

係る額を除外しておりましたが、当事業年度中にみなし入院の入院給付金の取扱いを終了したことにより、当該みな

し入院に係る額を除外して算出する方法に見直しております。 

4．社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

当期首現在高 288,339 百万円

前期剰余金よりの繰入額 144,240 百万円

当第 3四半期累計期間社員配当金支払額 101,071 百万円

利息による増加等 33 百万円

当第 3四半期会計期間末現在高 331,542 百万円

5．基金を 50,000 百万円償却したことに伴い、同額の基金償却準備金を保険業法第 56 条の規定による基金償却積立金

へ振り替えております。 

6．消費貸借契約により貸し付けている有価証券（現金担保付債券貸借取引による有価証券を含む）の貸借対照表価額

は 4,864,253 百万円、売現先取引により買戻し条件付で売却した有価証券の貸借対照表価額は 576,107 百万円であ

ります。 

7．負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債および外貨建劣

後特約付社債であります。 

8．負債の部のその他の負債には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金

271,600 百万円を含んでおります。 

9．負債の部のその他の負債には、債券貸借取引に伴う受入担保金 3,052,395 百万円を含んでおります。 
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注記事項 

（四半期損益計算書関係） 

1．当第 3四半期累計期間における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 

(1)資産のグルーピング方法 

保険事業等の用に供している不動産等については、保険事業等全体で 1つの資産グループとしております。また、

保険事業等の用に供していない賃貸不動産等および遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに 1 つの資産グ

ループとしております。 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

一部の資産グループに著しい収益性の低下または時価の下落が見られたことから、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

(3)減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 

用 途  件 数 減  損  損  失（百万円） 

     土 地 建 物  計 

賃貸不動産等  1 件 529 855 1,384

遊休不動産等  1 件 73 112 185

合 計  2 件 602 967 1,570

(4)回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、賃貸不動産等については物件により使用価値または正味売却価額を、遊休不動産等については

正味売却価額を適用しております。なお、使用価値については見積乖離リスクを反映させた将来キャッシュ・フロ

ーを 1.71％で割り引いて算定しております。また、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価

額等から処分費用見込額を差し引いた価額、または公示価格等を基準にした評価額等をもとに算定しております。 
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